
 
 

 
 

 

企業版
ふるさと納税

関係者 必見！

─ 令和5年度　国土交通省「空き家対策モデル事業」 ─

共創型「企業版ふるさと納税 ×空き家まちづくり事業」最新セミナー

企業が“応援したい”
住まいまちづくり・空き家まちづくり

日時：令和 6（20 24）年1月 16日（火） 14:00～ 16:30（開場 1 3:30）

定　員 ：会場３０名　オンライン（Zoom）８０名（事前申込制・先着順）　　参加費：無料
共　催 ： 内閣府地方創生推進事務局・一般社団法人 チームまちづくり

①氏名（フリガナ） ②所属部課③連絡先（メールアドレス、電話番号）
④参加方法（会場参加またはオンライン参加）を明記してください。

お申し込み：1月 9日（火）までに、専用フォーム（下記 URL、右記 QRコード）
 または  FAX（裏面申込書）でお申し込みください。 

https://forms.gle/TK5KJKyrJEQAvMMu5 FAX：0 3-5577-4149（裏面申込書）

会場：御茶ノ水ソラシティカンファレンスセンター RoomA＋オンライン（Zoom）

開会 /ご挨拶 チームまちづくり /内閣府地方創生推進事務局（1 4： 00） 
■第一部　プレゼンテーション （ 14：0 5～ 15：1 0）
　　・ アドバイザースピーチ
　　空き家から考える地方創生へのアプローチ

本セミナーは、地方公共団体の地域再生計画に企業が賛同して寄附を行うこれまでの企業版
ふるさと納税に代わり、「こういうまちづくり・空き家対策を地域と企業が、企業版ふるさと納税を
活用して一緒に取り組みませんか」という企業メッセージを具体的に見える化し、これをきっかけ
に、企業と地方公共団体が、空き家まちづくりなどの地域課題の解決に連携協力して取り組む
「共創型（事業創発型）企業版ふるさと納税」について考えます。多くの皆様のご参加をお待
ちいたします。

全国共通の喫緊の地域課題である空き家対策を、企業提案の下、地域、行政、企業等が連携協力して取り
組む共創型（事業創発型）の新しい進め方（裏面参照）について、内閣府地方創生推進事務局、自治体参
加者や企業参加者とともに考えます。

株式会社日本総合研究所 主席研究員 藻谷 浩介

　　・ 調査プレゼンテーション
　　企業が応援したい「住まいまちづくり・空き家まちづくり 10の提案」
　　 ─「企業版ふるさと納税 ×空き家まちづくり事業」に関するアンケート＆ヒヤリング調査を踏まえて ─ 

■第二部　フロア＆オンラインディスカッション （ 15：2 0～ 16：3 0）

　共創の時代の「企業版ふるさと納税 ×空き家まちづくりのこれから」

（休憩　10 分）

　　・ 活動紹介
　　公民連携で挑み続ける！ 空き家対策の最前線

 長野県上田市

一般社団法人チームまちづくり 専務理事 松本　昭

内　容



   

 

企業版ふるさと納税のフローと新しい提案
（出所：内閣府HP）

（一般型） （新しい提案）

第二部　フロア＆オンラインディスカッションでは、
住まいまちづくり関係企業等の参加を得て行う予定です。
また、セミナーを踏まえた意向調査により、企業と自治体が面談できる環境づくりをめざします。

共創型（事業創発型）
企業版ふるさと納税

企業がプロジェクトを提案

自治体が賛同
（地域再生計画への適合確認）

企業×自治体×サポート会社に
よる事業調整

企業が寄附

共創による事業実施

社会貢献型
企業版ふるさと納税

地域再生計画（内閣府認定）

企業が賛同

企業が寄附

寄附趣旨に基づき事業実施

■お問い合わせ
一般社団法人チームまちづくり

〒101-0053 チームまちづくりHP

東京都千代田区神田美土代町 11-2　第一東英ビル 5F 
TEL 03-5577-4148  FAX 03-5577-4149 
mail:team_machizukuri@yahoo.co.jp 
http://www.team-machizukuri.org

参加申込書　FAX用 03-5577-4149
切り取らずにこの面をそのまま FAXしてください。なお、お送りいただいた情報は、今回のセミナーの目的以外には利用いたしません。

氏　名（フリガナ）
所　属（団体名）
連絡先（TEL） 連絡先（mail）
参加方法（どちらかに○を付けてください） 会場参加　　オンライン参加

コロナウイルス感染予防対策を次のとおり講じますので、ご協力をお願いします。
①会場参加は、座席の間隔などを空けて開催します。
②入口にて検温と消毒を実施させていただきます。体温が 37.5℃以上の場合、原則入場をお断りします。


